埼玉県民間建築物耐震改修等補助事業交付要領

様式　１（第４条第１項）

　　年　　月　　日

補 助 金 交 付 申 請 書

（　　　　　　　）

埼玉県知事
施行者　郵便番号

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　

電　話

　　年度の（　　　　　　　　　　　　）について補助金の交付を受けたいので、埼玉県民間建築物耐震改修等補助事業交付要領第４条第１項の規定により、関係図書類を添えて、次のとおり申請します。

１　建築物の名称　　　



２　補助対象事業の目的及び内容


３　補助対象事業の完了予定期日　
　　年　　月　　日

４　交付申請額　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　円

５　補助対象建築物の概要等
　　　 別紙１のとおり

６　交付申請額の算出方法

別紙２のとおり

　　及び経費の配分等

（　　　　）内は耐震診断事業、緊促耐震診断事業、のいずれかを記入する。
別　紙１（補助対象建築物の概要等）

１　補助対象建築物の概要

	建築物の名称
	

	所 在 地
	地名地番：

	
	住居表示：

	延べ面積
	㎡
	対象床面積
	㎡

	建築面積
	㎡
	階　　　数
	地上　　階　地下　　階

	構　　造
	造　一部　　　　　　造


	主要用途
	

	建築確認
	新築　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　第　　　　　号
	増築等　　　　年　　月　　日

　　　　　　　第　　　　　号

	検査済証
	新築　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　第　　　　　号
	増築等　　　　年　　月　　日

　　　　　　　第　　　　　号


２　添付書類

（１）　現況写真

（２）　現況配置図及び現況平面図

　　 　・補助対象建築物について、建築確認年月日、面積、補助対象部分を明示すること。

（３）　補助対象部分が昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けたことを証する書類

（４）　昭和５６年６月１日以降の増改築の状況を証する書類

（５）　建築物の所有者等であることを証する書面
（６）　建築物の所有権を有する者全員の同意を得たことを証する書面
　　　　（建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）
      　第３条に規定する区分所有者の団体からの申請の場合を除き、補助対象建築物が共有物である場合に限る。）

（７）　区分所有者の集会等において、当該事業を実施する決議がなされたことを証する書類
　　　　（区分所有法第３条に規定する区分所有者の団体からの申請の場合に限る。）

（８）　事業費欄の根拠となる書類（複数の見積書、積算書等）

（９）　その他知事が必要と認める書類
別　紙２（交付申請額の算出方法及び経費の配分等）

１　補助基本額の算出
	事業費（ア）
	円

	補助対象事業費（イ）
	円

	補助対象床面積（ウ）
	㎡

	面積1,000㎡以内の部分　
	面積限度額単価（エ）
	円/㎡

	
	対象床面積（オ）
	　　 ㎡

	
	対象限度額（カ）　（カ）=（エ）×（オ）
	　　円

	面積1,000㎡を超えて、

2,000㎡以内の部分
	面積限度額単価（キ）
	円/㎡

	
	対象床面積（ク）
	　　 ㎡

	
	対象限度額（ケ）　（ケ）=（キ）×（ク）
	　　円

	面積2,000㎡を超える部分
	面積限度額単価（コ）
	円/㎡

	
	対象床面積（サ）
	　　 ㎡

	
	対象限度額（シ）　（シ）=（コ）×（サ）
	　　円

	面積限度額（ス）　　　 　　（ス）=（カ）＋（ケ）＋（シ）
	円

	第3者機関の判定等（セ）
	円

	耐震診断に要する費用（補助基本額）（ソ）
　（イ）又は（ス）＋（セ）の少ない額
	円


２　交付申請額の算出方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　目
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	交付申請額

（Ｃ又はＤの

少ない額）
	（変更申請の場合、記入）

	
	補助基本額
	補助率
	Ａ×Ｂ
	補助限度額
	
	交付決定済額
	差額増△減額

	耐震診断に係る費用
	
	2/3
	
	3,000,000
	
	
	


（注１）Ａは、１（ソ）欄の金額を記載すること

（注２）Ｂは、耐震診断義務化路線閉塞建築物は重点２３路線沿道の緊急輸送道路閉塞建築物に該当する場合は「10/10」とすること
（注３）Ｄは、重点２３路線沿道の緊急輸送道路閉塞建築物に該当する場合は「10,000,000」とし、耐震診断義務化路線閉塞建築物に該当する場合は「なし」とすること

（注４）交付申請額は千円未満を切り捨てること

